業務出張様式４


業務出張報告書

	業務出張者
	坂本　ルミ子
	所属
	青山荘
	職種
	事務員

	出張目的
	障害者自立支援対策臨時特例交付金に係る事業者説明会へ参加

	出張先
	青森市文化会館

	期間
	平成１９年　２月１４日　～　平成　　年　　月　　日

	法人担当者
	

	相手
	

	場所
	

	報告内容

○ケアホーム・グループホーム整備推進事業

1事業の目的

　アパートや一般住宅を借り上げてグループホーム・ケアホームを実施するに当たり借上げに伴う初度経費（敷金・礼金）の負担を軽減し、障害者が地域で暮らせるように支援することを目的とする。

2事業の内容

（1） 実施主体　都道府県

（2） 事業の内容

グループホーム等を実施するに当たり、アパート等の借り上げに伴い、初度に係る敷金・礼金に対し助成を行う。

（3） 補助単価　入所者1人あたり13万3千円以内

3補助割合　定額（10／10）

4実施年度　平成19年度～平成20年度

○小規模作業所緊急特別支援事業

1事業の目的

　個別給付（生活介護、就労継続支援等）や地域活動支援センターなど新たなサービスへの移行が直ちにできない小規模作業所が、新たなサービスへ円滑に移行できるよう、経済的な措置として定額を助成する。

2事業内容

（1） 実施主体　都道府県（障害者団体への補助）

（2） 事業の内容

新たなサービスへの移行に向けて調整段階にあり、直ちにサービスへの移行が困難である小規模作業所について、以下の要件を満たす場合に補助対象とする。

1 利用定員が概ね5名以上であり、原則として週4日以上利用できる小規模作業所

2 地域活動支援センター又は個別給付への移行計画（実利用人員の増加など地域活動支援センター等の要件を満たすための移行計画）を作成した小規模作業所

（3） 補助単価　1作業所あたり110万円以内

3補助割合　定額（10／10）

4実施年度　平成18年度～平成20年度

5その他

　事業の実施にあたっては、以下の点に留意すること。

（1） 従来、民間団体を通じて国庫補助を行っていた小規模作業所に対する経過的な措置である

とから、小規模作業所に精通した障害者団体を通じて協議・申請をさせる等の方法により実施すること。

（2） 新たなサービスへの移行時期は、平成20年度末までとする。

　（3）　移行計画の記入様式は、都道府県において任意に定めるものとすること。

	○事業者コスト対策

1事業の目的

障害者自立支援法の施行に伴い、制度の移行期に事由から、会計処理システムの改修や報酬等請求事務処理のための関連経費の増加等により各事業者のコストが著しく増加していることから、事業者コストの一部を助成することにより、円滑な障害者自立支援法の施行と各事業者の新体系への移行を図ることを目的とする。

2事業の内容

（1） 実施主体　都道府県

（2） 事業の内容

　　障害者自立支援法の施行に伴う制度の移行期に特有の事由から、会計処理システムの改良費や報酬等請求のための関連経費など、通常では発生しないコストの増加分（原油高騰対策など）について含めることも可能とする。

（3） 補助単価　各都道府県に別に定める額

3補助割合　定額（10／10）

4実施年度　平成18年度（又は平成19年度）

【結論】

　今回の説明会では、平成20年まで新体系に移行する事業所等に対しての説明であった。よって、当法人に関しては、グループホームは以前より事業として行っており、今回の移行に伴う借り上げを行っていないので助成は受けられない。及びNPO運営のうみねこ幸房も、既に八戸市地域活動支援事業へ移行しているため、今回の小規模作業所緊急支援事業の対象施設とはならない。また、事業者コスト対策における、緊急的な措置経過として説明のあった、会計処理システム・会計ソフトの改修、購入費の援助補助基準額（5万円）と、原油高騰対策による暖房用燃料費の購入費助成等の施設運営部分も、新体系移行施設への設置として設けられているものであり、当法人の関連施設は、現時点では対象とはならない。

	次回予定
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	内容
	

	理事長コメント


1． 参照となる資料の添付
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